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(57)【要約】
　【課題】留め具を用いて比較的簡単な作業で開口部を
開閉することができる棒状小物類収納ケースを提供する
。
　【解決手段】棒状小物類収納ケースは、収納空間を閉
じる閉じ姿勢と前記収納空間を開放する開き姿勢との間
で開閉動作可能な開閉壁と、前記閉じ姿勢において前記
開閉壁の先端側を受け止める止着用の壁と、この止着用
の壁に前記開閉壁を着脱可能に止着するための留め具と
を具備している。前記開閉壁が、前記収納空間を覆う軟
質領域と、この軟質領域の先端側に連続させて設けられ
た硬質領域とを備え、前記留め具の第一スナップ要素が
、前記開閉壁の前記硬質領域にそれぞれ配されている。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
収納空間を閉じる閉じ姿勢と前記収納空間を開放する開き姿勢との間で開閉動作可能な開
閉壁と、前記閉じ姿勢において前記開閉壁を受け止める止着用の壁と、この止着用の壁に
前記開閉壁を着脱可能に止着するための留め具とを具備してなり、
前記開閉壁が、前記収納空間を覆う軟質領域と、この軟質領域の先端側に連続させて設け
られた硬質領域とを備えたものであり、
前記留め具が、前記開閉壁の前記硬質領域に設けられたスナップ式の第一スナップ要素と
、この第一スナップ要素に対応させて前記止着用の壁に設けられ該第一スナップ要素に着
脱可能に係合するスナップ式の第二スナップ要素とを備えている棒状小物類収納ケース。
【請求項２】
縦方向の寸法を収納すべき棒状小物類の長さ寸法に対応させた底壁を備え、
前記開閉壁が、前記底壁の横幅方向の一端部に連設されたものであり、
前記止着用の壁が、前記底壁の他端部に設けられたものである請求項１記載の棒状小物類
収納ケース。
【請求項３】
前記開閉壁が、外装材と内装材との間に硬質芯材及び軟質芯材の少なくとも一方を介在さ
せたものであり、前記硬質領域には少なくとも硬質芯材が配されている請求項１又は２記
載の棒状小物類収納ケース。
【請求項４】
収納空間を閉じる閉じ姿勢と前記収納空間を開放する開き姿勢との間で開閉動作可能な開
閉壁と、前記閉じ姿勢において前記開閉壁を受け止める止着用の壁と、この止着用の壁に
前記開閉壁を着脱可能に止着するための留め具とを具備してなり、
前記開閉壁が、前記収納空間を覆う軟質領域と、この軟質領域の先端側に連続させて設け
られた硬質領域とを備えたものであり、
前記開閉壁が、前記軟質領域の外面側に小物を収納するための外ポケットを備えたもので
ある棒状小物類収納ケース。
【請求項５】
前記開閉壁が、前記軟質領域の内面側に小物を収納するための内ポケットを備えたもので
ある請求項１、２、３又は４記載の棒状小物類収納ケース。
【請求項６】
前記底壁の縦方向両端部付近に位置させて前記開閉壁と前記止着用の壁と間にマチを設け
たものである請求項２記載の棒状小物類収納ケース。
【請求項７】
前記マチが、前記開閉壁が開き姿勢から閉じ姿勢方向に自己復帰するのを抑止し得る程度
の曲げこわさを備えたものであり、このマチの一側辺が前記軟質領域の縁に連接されてい
る請求項６記載の棒状小物類収納ケース。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、筆記具等の棒状小物類を収納するための棒状小物類収納ケースに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の収納ケースとして、収納空間に棒状小物類を径方向に移動させるように
して出し入れするタイプのものが普及している（例えば、特許文献１、２参照）。かかる
収納ケースは、その開口縁が比較的長い構造となるため、その開口部をスライドファスナ
により開閉できるようにしているのが一般的である。
【０００３】
　収納ケースにおいては、前記スライドファスナに替えて、ワンタッチで係脱することが
できる留め具を用いたいという要望もある。しかし、このタイプのものは前述したように
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棒状小物類の長さ寸法に対応した長い開口縁を有している。そのため、開口部を適切に閉
止することができないものとなっていた。
【０００４】
　また、この種の収納ケースは、収納量や収納物の種類等に応じてケース自体が柔軟に変
形することが好ましいため、その収納空間を開閉する開閉壁は軟質なものになっている。
そのため、複数のスナップ式留め具により開口部を閉止するような場合には、開く際に各
スナップ式留め具を1組ずつ解除しなければならないという煩わしさが生じる。
【０００５】
　なお、収納空間に棒状小物類を軸心方向に移動させて出し入れするタイプ（例えば、特
許文献３参照）においても、収容本数が多く開口縁が長い収納ケースであれば同様な事情
を抱えている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭５５－７６６０７
【特許文献２】実用新案登録第３０７５８７１
【特許文献３】実開昭６３－２７１２９
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、このような事情に着目してなされたもので、留め具を用いて比較的簡単な作
業で開口部を開閉することができる棒状小物類収納ケースを提供することにある。
【０００８】
　すなわち、本発明は次の構成をなしている。
【０００９】
　請求項１に記載の発明は、収納空間を閉じる閉じ姿勢と前記収納空間を開放する開き姿
勢との間で開閉動作可能な開閉壁と、前記閉じ姿勢において前記開閉壁を受け止める止着
用の壁と、この止着用の壁に前記開閉壁を着脱可能に止着するための留め具とを具備して
なり、前記開閉壁が、前記収納空間を覆う軟質領域と、この軟質領域の先端側に連続させ
て設けられた硬質領域とを備えたものであり、前記留め具が、前記開閉壁の前記硬質領域
に設けられたスナップ式の第一スナップ要素と、この第一スナップ要素に対応させて前記
止着用の壁に設けられ該第一スナップ要素に着脱可能に係合するスナップ式の第二スナッ
プ要素とを備えている棒状小物類収納ケースである。
【００１０】
　請求項２に記載の発明は、縦方向の寸法を収納すべき棒状小物類の長さ寸法に対応させ
た底壁を備え、前記開閉壁が、前記底壁の横幅方向の一端部に連設されたものであり、前
記止着用の壁が、前記底壁の他端部に設けられたものである請求項１記載の棒状小物類収
納ケースである。
【００１１】
　請求項３に記載の発明は、前記開閉壁が、外装材と内装材との間に硬質芯材及び軟質芯
材の少なくとも一方を介在させたものであり、前記硬質領域には少なくとも硬質芯材が配
されている請求項１又は２記載の棒状小物類収納ケースである。
【００１２】
　請求項４に記載の発明は、収納空間を閉じる閉じ姿勢と前記収納空間を開放する開き姿
勢との間で開閉動作可能な開閉壁と、前記閉じ姿勢において前記開閉壁を受け止める止着
用の壁と、この止着用の壁に前記開閉壁を着脱可能に止着するための留め具とを具備して
なり、前記開閉壁が、前記収納空間を覆う軟質領域と、この軟質領域の先端側に連続させ
て設けられた硬質領域とを備えたものであり、前記開閉壁が、前記軟質領域の外面側に小
物を収納するための外ポケットを備えたものである棒状小物類収納ケースである。
【００１３】
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　請求項５に記載の発明は、前記開閉壁が、前記軟質領域の内面側に小物を収納するため
の内ポケットを備えたものである請求項１、２、３又は４記載の棒状小物類収納ケースで
ある。
【００１４】
　請求項６に記載の発明は、前記底壁の縦方向両端部付近に位置させて前記開閉壁と前記
止着用の壁と間にマチを設けたものである請求項２記載の棒状小物類収納ケースである。
【００１５】
　請求項７に記載の発明は、前記マチが、前記開閉壁が開き姿勢から閉じ姿勢方向に自己
復帰するのを抑止し得る程度の曲げこわさを備えたものであり、このマチの一側辺が前記
軟質領域の縁に連接されている請求項６記載の棒状小物類収納ケースである。
【発明の効果】
【００１６】
　以上説明したように本発明によれば、留め具を用いて比較的簡単な作業で開口部を開閉
することができる棒状小物類収納ケースを提供することができるものとなる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の一実施形態を示す斜視図。
【図２】同実施形態における斜視図。
【図３】同実施形態における斜視図。
【図４】同実施形態における正面図。
【図５】同実施形態における平面図。
【図６】同実施形態における背面図。
【図７】同実施形態における底面図。
【図８】同実施形態における概略的な展開図。
【図９】同実施形態における模式図。
【図１０】同実施形態における模式図。
【図１１】同実施形態における内部構造を説明するための説明図
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の一実施形態を、図１～１１を参照して説明する。
【００１９】
　この実施形態は、本発明を、筆記具等の棒状小物類Ｅを収納するための棒状小物類収納
ケースＡ（以下、単に「収納ケースＡ」という。）に適用したものである。
【００２０】
　収納ケースＡは、縦方向の寸法が収納すべき棒状小物類Ｅの長さ寸法よりも大きく設定
された底壁１と、この底壁１の横幅方向の両端部に連設され底壁１の内面に収納空間ｓｐ
を介して対面する閉じ姿勢（Ｔ）及び底壁１の内面を開放する開き姿勢（Ｈ）を選択的に
とり得る対をなす開閉壁２、３と、底壁１の縦方向両端部付近に位置させて両開閉壁２、
３間に設けられ閉じ姿勢（Ｔ）において収納空間ｓｐに収納された棒状小物類Ｅの端部を
底壁１方向に押さえ得るように折り畳まれるマチＣとを具備してなり、マチＣが、両開閉
壁２、３が開き姿勢（Ｈ）から閉じ姿勢（Ｔ）方向に自己復帰するのを抑止し得る程度の
曲げこわさを備えたものである。
【００２１】
　この収納ケースＡの両開閉壁２、３は、棒状小物類Ｅを収容し得る収納空間ｓｐが形成
されるように長さ寸法が設定されている。収納ケースＡは、棒状小物類Ｅを出し入れ可能
な大きさの開口部Ｋを備えている。つまり、開口部Ｋを構成する両開閉壁２、３の開口縁
２ｅ、３ｅは、棒状小物類Ｅの長さ寸法に対応した比較的長い寸法を有している。収納ケ
ースＡは、棒状小物類Ｅを主として径方向に移動させることにより、当該棒状小物類Ｅを
収納空間ｓｐに配置したり収納空間ｓｐから取り出したりすることができるようになって
いる。
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【００２２】
　なお、図１は、両開閉壁２、３が開き姿勢（Ｈ）に近い状態の収納ケースＡの斜視図で
ある。図２は、両開閉壁２、３が閉じ姿勢（Ｔ）にある状態の収納ケースＡの斜視図であ
る。図３は、同閉じ姿勢（Ｔ）における収納ケースＡの裏面側の斜視図である。図４は、
閉じ姿勢（Ｔ）の収納ケースＡを示す正面図であり、図５は同平面図、図６は同背面図、
図７は同底面図であり、後述する斜めバンド４に薄墨パターンを施している。図８は、マ
チＣを無視した状態で両開閉壁２、３を１８０°開いた状態を概略的に示す展開図であり
、後述する内ポケット２２部分に薄墨パターンを施している。図９は、開き姿勢（Ｈ）の
収納ケースＡを側面から示す模式図である。図１０は、棒状小物類Ｅを収納した閉じ姿勢
（Ｔ）を側面から示す模式図である。図１１は、底壁１、及び、両開閉壁２、３の内部構
造を説明するための説明図であり、同図における（ａ）は、図８に相当する概略的な展開
姿勢を示し、（ｂ）は、側断面を模式的に示している。図１１（ｂ）は、視認し易くする
ために各部材の厚みを強調して示しており、間隔も大きく強調して描いてある。
【００２３】
　収納ケースＡは、平面視長方形状をなす底壁１と、この底壁１の横幅方向の両端部に連
設され底壁１の内面に収納空間ｓｐを介して対面する閉じ姿勢（Ｔ）、及び、底壁１の内
面を開放する開き姿勢（Ｈ）を選択的に採り得る対をなす開閉壁２、３と、底壁１の縦方
向両端部付近に位置させて両開閉壁２、３間に設けられたマチＣとを具備してなり、開き
姿勢（Ｈ）で開閉壁たる一方の開閉壁２の高さ寸法が止着用の壁たる他方の開閉壁３の高
さ寸法よりも大きくなるように設定してあるとともに、マチＣの上縁である上辺ｃ４を開
閉壁２、３の高低に対応させて傾斜させてある。
【００２４】
　詳述すれば、収納ケースＡは、底壁１と両開閉壁２、３とを一体的に備えた周壁構造体
Ｂと、マチＣとを主体に構成されている。この周壁構造体Ｂは、図１１に示すように、外
装材ｓ１と、内装材ｓ２との間に、底壁１用の硬質芯材ｋ１、底壁１用の軟質芯材ｎ１、
一方の開閉壁２用の硬質芯材ｋ２、一方の開閉壁２用の軟質芯材ｎ２、他方の開閉壁３用
の硬質芯材ｋ３、他方の開閉壁３用の軟質芯材ｎ３をそれぞれ介在させ、周縁部を糸によ
り縫製したものである。
【００２５】
　なお、外装材ｓ１及び内装材ｓ２は、例えば、ポリエステル製の生地により構成された
ものである。硬質芯材ｋ１、ｋ２、ｋ３は、例えば、ポリプロピレン製のシートにより構
成されたものである。軟質芯材ｎ１、ｎ２、ｎ３は、例えば、ポリエチレン製の発泡体に
より構成されたシート状のものである。
【００２６】
　すなわち、底壁１は、平面視長方形状をなすもので、外装材ｓ１と内装材ｓ２との間に
硬質芯材ｋ１と軟質芯材ｎ１とを介在させたものである。底壁１の横幅方向両側縁部には
、硬質芯材及び、軟質芯材が存在しない。そのため、底壁１と両開閉壁２、３とは、ヒン
ジ的に変形可能な外装材ｓ１、及び、内装材ｓ２のみによって接続されている。底壁１の
縦方向寸法は、収納すべき棒状小物類Ｅの長手方向寸法よりも大きく設定されており、こ
の底壁１の内面と両開閉壁２、３の内面との間に、棒状小物類Ｅを収納するための収納空
間ｓｐが形成されている。
【００２７】
　一方の開閉壁２は、硬質領域である先端側領域２ａと軟質領域である基端側領域２ｂと
に区成された長方形状のもので、先端側領域２ａが基端側領域２ｂに比較して高い剛性を
備えている。すなわち、一方の開閉壁２の先端側領域２ａは、外装材ｓ１と内装材ｓ２と
の間に硬質芯材ｋ２と軟質芯材ｎ２とを介在させたものであり、基端側領域２ｂは、外装
材ｓ１と内装材ｓ２との間に軟質芯材ｎ２のみを介在させたものである。硬質領域である
先端側領域２ａは、平らなプレート状の硬質芯材ｋ２が内在してなるものであり、全体と
して平板状の形状が保持され得るものとなっている。この一方の開閉壁２の外側には、外
ポケット２１が設けられているとともに、内側における軟質領域である基端側領域２ｂに
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は、内ポケット２２が設けられている。この内ポケット２２は、一方の開閉壁２の内面に
網状シートを添設してなるものでその開口部２２ａには、収容したものが落下することを
防止するための面ファスナ２２ｂが設けられている。
【００２８】
　他方の開閉壁３は、長方形状のもので、外装材ｓ１と内装材ｓ２との間に硬質芯材ｋ３
と軟質芯材ｎ３とを介在させている。換言すれば、止着用の壁である他方の開閉壁３は、
硬質芯材ｋ３を備えた硬質領域を主体に構成されている。
【００２９】
　この収納ケースＡは、開き姿勢（Ｈ）において、図１、及び、図９に示すように、一方
の開閉壁２の高さ寸法が、他方の開閉壁３の高さ寸法よりも大きくなるように設定してあ
る。両開閉壁２、３は、９０°を上回る角度だけ回動して閉じ姿勢（Ｔ）から開き姿勢（
Ｈ）に至るように構成されたものである。この実施形態においては、両開閉壁２、３を１
２０°回転させることにより、開き姿勢（Ｈ）を採り得るようになっている。図１は、閉
じ姿勢（Ｔ）に自己復帰するのをマチＣにより阻止している状態を示すものであり、完全
な開き姿勢（Ｈ）から若干閉じ姿勢（Ｔ）方向に遷移して両開閉壁２、３が静止している
状態を示している。
【００３０】
　マチＣは、底壁１の縦方向両端部付近に位置させて両開閉壁２、３間に設けられたもの
で、ポリエステル製の厚手の生地により作られている。このマチＣの上縁は、開閉壁２、
３の高低に対応させて傾斜させてある。すなわち、このマチＣは、図９に示すように、底
壁１に止着された底辺ｃ１と、一方の開閉壁２に止着された第一の側辺ｃ２と、他方の開
閉壁３に止着された第二の側辺ｃ３と、これら第一、第二の側辺ｃ２、ｃ３の上端同士を
結ぶ上辺ｃ４とを備えたものであり、上辺ｃ４を底辺ｃ１に対して傾斜させてある。そし
て、マチＣは、上辺ｃ４に相互に離間した二つの中間屈曲箇所ｃ４１、ｃ４２を有し、一
方の中間屈曲箇所ｃ４１から底辺ｃ１の一端に至る第一の仮想谷折り線ｙ１と、他方の中
間屈曲箇所ｃ４２から底辺ｃ１の他端に至る第二の仮想谷折り線ｙ２とを介して収納空間
ｓｐ側に折り畳まれるものである。
【００３１】
　具体的には、このマチＣは、第一、第二の仮想谷折り線ｙ１、ｙ２と第一、第二の側辺
ｃ２、ｃ３との間にそれぞれ形成された第一、第二の端部領域ｒ１、ｒ２、及び、第一、
第二の仮想谷折り線ｙ１、ｙ２間に形成された中間領域ｒ３を備えたものであり、閉じ姿
勢（Ｔ）において中間領域ｒ３が収納空間ｓｐに収納された棒状小物類Ｅの端部を押さえ
得るようになっている。
【００３２】
　マチＣにおける底辺ｃ１、第一の側辺ｃ２、及び、第二の側辺ｃ３は、外方に折り曲げ
た状態で、縁巻きテープｔとともに周壁構造体Ｂに縫着されている。そして、マチＣの一
側辺である第一の側辺ｃ２は、軟質領域である基端側領域２ｂの縁に連接されている。
【００３３】
　以上説明した収納ケースＡの底壁１には斜めバンド４が設けられているとともに両開閉
壁２、３間には、閉じ姿勢（Ｔ）に保持するための対をなす留め具であるスナップ式留め
具ｄが設けられている。
【００３４】
　斜めバンド４は、略直交する二つの端部を有した底壁１の外面に設けられたもので、一
端が底壁１の縦方向一端部に止着されるとともに他端が底壁１の横幅方向一端部に止着さ
れている。この斜めバンド４は、底壁１の外面に接し得る裏面側に図示しない滑り止め部
を備えているもので、この斜めバンド４と底壁１との間に挿入された冊子の表紙等に代表
される板状の対象物が容易に外れないようになっている。
【００３５】
　スナップ式留め具ｄは、スナップ式の第一スナップ要素たるメス型要素ｄ１とスナップ
式の第二スナップ要素たるオス型要素ｄ２とを着脱可能に係合させ得るようにした通常の
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もので、両開閉壁２、３の両端近傍部に二組設けられている。メス型要素ｄ１は、一方の
開閉壁２における先端側領域２ａの二カ所すなわち長手方向の一端部及び他端部に設けら
れている。各メス型要素ｄ１は、外装材ｓ１と内装材ｓ２の内部に配された硬質芯材ｋ２
に固定されている。硬質芯材ｋ２は、先端側領域２ａの略全域に連続的に配されており、
この実施形態では、単一の帯状をなす硬質芯材ｋ２の一端部及び他端部に、メス型要素ｄ
１が取り付けられている。オス型要素ｄ２は、他方の開閉壁３の二カ所すなわち長手方向
の一端部及び他端部に設けられている。各オス型要素ｄ２、外装材ｓ１と内装材ｓ２の内
部に配された硬質芯材ｋ３に固定されている。硬質芯材ｋ３は、他方の開閉壁３の略全域
に連続的に配されており、この実施形態では、単一の帯状をなす硬質芯材ｋ３の一端部及
び他端部に、オス型要素ｄ２が取り付けられている。
【００３６】
　以上説明したように、本実施形態に係る収納ケースＡは、収納空間ｓｐを閉じる閉じ姿
勢（Ｔ）と収納空間ｓｐを開放する開き姿勢（Ｈ）との間で開閉動作可能な開閉壁２と、
閉じ姿勢（Ｔ）において開閉壁２を受け止める止着用の壁たる他方の開閉壁３と、この他
方の開閉壁３に一方の開閉壁２を着脱可能に止着するための留め具ｄを具備している。そ
して、一方の開閉壁２が、収納空間ｓｐを覆う軟質領域たる基端側領域２ｂと、この基端
側領域２ｂの先端側に連続させて設けられた硬質領域たる先端側領域２ａとを備えている
。留め具ｄは、一方の開閉壁３の硬質領域たる先端側領域２ａに設けられたスナップ式の
第一スナップ要素たるメス型要素ｄ１と、このメス型要素ｄ１に対応させて他方の開閉壁
３に設けられ該メス型要素ｄ１に着脱可能に係合するスナップ式の第二スナップ要素たる
オス型要素ｄ２とを備えている。このため、留め具ｄを用いて比較的簡単な作業で開口部
を開閉することができる収納ケースＡを提供することができるものとなる。
【００３７】
　本実施形態に係る収納ケースＡは、収納空間ｓｐを閉じる閉じ姿勢（Ｔ）と収納空間ｓ
ｐを開放する開き姿勢（Ｈ）との間で開閉動作可能な開閉壁たる一方の開閉壁２と、閉じ
姿勢（Ｔ）において一方の開閉壁２の先端側を受け止める止着用の壁たる他方の開閉壁３
と、他方の開閉壁３に一方の開閉壁２を着脱可能に止着するための二組のスナップ式留め
具ｄ（ｄ１、ｄ２、ｄ１、ｄ２）とを具備している。そして、一方の開閉壁２が、収納空
間ｓｐを覆う軟質領域たる基端側領域２ｂと、この基端側領域２ｂの先端側に連続させて
設けられた硬質領域たる先端側領域２ａとを備えている。各スナップ式留め具ｄが、一方
の開閉壁２に設けられた第一スナップ要素たるメス型要素ｄ１と、これらメス型要素ｄ１
に対応させて他方の開閉壁３に設けられメス型要素ｄ１に着脱可能に係合する第二スナッ
プ要素たるオス型要素ｄ２とを備えている。スナップ式留め具ｄにおける各メス型要素ｄ
１が、一方の開閉壁２の硬質領域である先端側領域２ａにそれぞれ配されている。このた
め、二組のスナップ式留め具ｄ（ｄ１、ｄ２、ｄ１、ｄ２）を比較的簡単な作業で開くこ
とができる棒状小物類収納ケースを提供し得るものとなる。つまり、二つのメス型要素ｄ
１が硬質領域である先端側領域２ａに配されているものであるため、先端側領域２のいず
れかの部位を例えば手指により摘まみ持ち、他方の開閉壁３から離れる方向に引き離せば
、各メス型要素ｄ１が各オス型要素ｄ２から一挙に離脱し得るものとなる。したがって、
本実施形態のものであれば、従来のように二組のスナップ式留め具の係合状態を、それぞ
れ別個に解かなければならないという煩わしさが抑制され得るものとなり、ワンタッチ的
な操作によって比較的簡単に二組のスナップ式留め具ｄの係合状態を解くことができるも
のとなる。
【００３８】
　縦方向の寸法を収納すべき棒状小物類Ｅの長さ寸法に対応させた底壁１を備えている。
そして、底壁１の横幅方向の一端部に連設され底壁１の内面に収納空間ｓｐを介して対面
する閉じ姿勢（Ｔ）、及び、底壁１の内面を開放する開き姿勢（Ｈ）を選択的にとり得る
一方の開閉壁２と、底壁１の他端部に設けられた他方の開閉壁３とを有している。このた
め、一方及び他方の開閉壁２、３の開口縁２ｅ、３ｅの寸法が、棒状小物類Ｅに対応した
比較的長い寸法をとり得るものとなり、その構成においても、前述したとおり、ワンタッ
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チ的な操作によって比較的簡単に二組のスナップ式留め具ｄの係合状態を解くことができ
るものとなる。
【００３９】
　一方の開閉壁２が、外装材ｓ１と内装材ｓ２との間に硬質芯材ｋ２、及び、軟質芯材ｎ
２を介在させてあり、硬質領域である先端側領域２ａに硬質芯材ｋ２が配されている。こ
のため、基端側領域２ｂを棒状小物類Ｅの収納に好適な軟質に設定することができるもの
となる。
【００４０】
　一方の開閉壁２が、その外面側における軟質領域に、小物を収納するための外ポケット
２１を備えている。より具体的に言えば、一方の開閉壁２が、その外面側における軟質領
域たる基端側領域２ｂを含んだ部位に、筆記具の小物を収納するための外ポケット２１を
備えている。このため、外ポケット２１に筆記具等の小物を収納する場合に、当該外ポケ
ット２１の内面に対面している軟質領域が好適に収納された小物の形状に追従するものと
なり、外ポケット２１に小物を好適に収容し得るものとなる。
【００４１】
　一方の開閉壁２が、軟質領域である基端側領域２ｂの内面側に小物を収納するための内
ポケット２２を備えている。このため、内ポケット２２内は硬質芯材等により柔軟性が阻
害されないため小物類を好適に収容し得るものとなる。
【００４２】
　底壁１の縦方向両端部付近に位置させて、一方の開閉壁２と他方の開閉壁３との間にマ
チＣを設けたものである。このため、収納空間ｓｐに収容された棒状小物類Ｅ等の物品が
、外部に出にくい状態で好適に収容され得るものとなる。
【００４３】
　マチＣが、一方及び他方の開閉壁２、３が開き姿勢（Ｈ）から閉じ姿勢（Ｔ）方向に自
己復帰するのを抑止し得る程度の曲げこわさを備えている。そして、マチＣの一側辺たる
第一の側辺ｃ２が、軟質領域である基端側領域２ｂの縁に連接されている。このため、閉
じ姿勢（Ｔ）では軟質な基端側領域２ｂの存在により棒状小物類Ｅの収容を好適に行える
とともに、開き姿勢（Ｈ）では軟質な基端側領域２ｂを一定の曲げ強さを有したマチＣに
より保持し得るというバランスに優れた構成を採り得るものとなる。
【００４４】
　この実施形態では、マチＣが、一方及び他方の開閉壁２、３が開き姿勢（Ｈ）から閉じ
姿勢（Ｔ）方向に自己復帰するのを抑止し得る程度の曲げこわさを備えている。このため
、マチＣのまげ強さ、すなわち、マチＣにおける平板の形状を保持しようとする一定の弾
性反発力によって両開閉壁２、３を開いた状態に保持することができるものとなる。しか
も、マチＣは、収納空間ｓｐ内に収納された筆記具等の棒状小物類Ｅを底壁１側に向かっ
て押し付け得るものとなるため、携帯時に内部の棒状小物類Ｅが乱雑に移動して音が発生
したりぶつかり合って傷んだりするという不具合の発生が好適に抑制されるものとなる。
【００４５】
　なお、本発明は、以上に詳述した実施形態に限られるものではない。
【００４６】
　開閉壁は、上述した実施形態のような二つ（一方の開閉壁と他方の開閉壁）備えたもの
でなくてもよい。すなわち、開閉壁は少なくとも一つ存在したものであればよい。
【００４７】
　止着用の壁は、開閉壁を構成するものでなくてもよく、上述した実施形態のように他方
の開閉壁を構成するものに限定されるものではない。
【００４８】
　留め具は、一組備えたものであればよい。留め具は、二組備えたもの、或いは、それ以
上の複数組を備えたものであってもよい。
【００４９】
　第一、第二のスナップ要素の構成は、着脱可能な構成のものあれば種々の態様にできる
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【００５０】
　棒状小物類は、一定の長さを有したものであればよく、筆記具等の文房具に限られるも
のではない。他の棒状小物類としては、例えば、メイクブラシ等の棒状化粧道具や、ナイ
フやフォークやスプーン等のカトラリーを挙げることができる。
【００５１】
　周壁構造体の構成は、種々変更することができるものであり、本実施形態に示すものに
限定されるものではない。例えば、外装材と内装材との間の硬質芯材や軟質芯材の材質や
配設態様は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、種々のものを採用することができる。
【００５２】
　マチの構成は、種々変更することができるものであり、本実施形態に示すものには限定
されるものではない。例えば、マチの材質や形状は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、
適宜変更し得るものである。
【００５３】
　その他、各部の具体的構成についても上記実施形態に限られるものではなく、本発明の
趣旨を逸脱しない範囲で種々変形が可能である。
【符号の説明】
【００５４】
　２…一方の開閉壁（開閉壁）
　２ａ…先端側領域（硬質領域）
　２ｂ…基端側領域（軟質領域）
　３…他方の開閉壁（止着用の壁）
　Ａ…棒状小物類収納ケース
　ｄ…スナップ式留め具
　ｄ１…メス型要素（第一スナップ要素）
　ｄ２…オス型要素（第二スナップ要素）
　Ｅ…棒状小物類
　（Ｈ）…開き姿勢
　（Ｔ）…閉じ姿勢
　ｓｐ…収納空間
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